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令和２年度税制改正大綱が閣議決定されました

　あけましておめでとうございます

　自民・公明両党は令和元年１２月２０日に令和２年度の税制改正大綱を正式に決定しました。

　今回は中小企業・小規模事業者に関する税制改正について一部ご報告します。

（１）中小企業者等の少額減価償却資産の取得価額の損金算入の特例措置の延長　

（法人税・所得税）

中小企業者等が３０万円未満の減価償却資産を取得した場合、合計３００万円までを限度に、

　即時償却（全額損金算入）することが可能となる税制措置の適用期限を２年間（令和３年度末まで）

　延長します。

（２）中小法人の交際費課税の特例措置の延長　（法人税）

法人が支出した交際費等は原則として損金に算入できないこととされていますが、特例として、
　中小法人については、定額控除限度額（８００万円）までの交際費を全額算入することが可能となる
　税制措置の適用期限を２年間（令和３年度末まで）延長します。

（３）中小企業・小規模事業者の再編・統合等に係る税負担の軽減措置の延長
（登録免許税・不動産取得税）

後継者不在のため事業承継が行えないといった課題を抱える場合、いわゆるＭ＆Ａにより
　経営資源や事業の再編・統合を促すことにより、事業の継続・技術の伝承等を図ることが重要と

　なります。

認定を受けた経営力向上計画に基づいて再編・統合を行った際に係る登録免許税・不動産

　取得税を軽減することで、次世代への経営引継ぎを加速させる措置について、適用期限を２年間

　延長(令和３年度末まで）します。
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＜平成３０年分の相続税申告状況は？・・国税庁が発表＞

平成２７年基礎控除額が引き下げられ、課税割合が８．５％に増加した！（前年８．３％）

国税庁は令和元年１２月１９日、平成３０年度分の相続税申告状況を公表した。平成２７年１月以降の相続に

ついては基礎控除額の引き下げ等が行われている。

相続税の課税対象となった被相続人数は、２８年分の１０５，８８０人から１１６．３４１人へと増加している。

死亡者に対する課税割合は、２６年分の４．４％から２８年分８．１％へ、３０年分８．５％へと増加。

課税価格は２８年の１４兆７，８１３億円から１６兆２，３６０億円へ、相続税額は２８年の１兆８，６８１億円から

２兆１，０８７億円へと増加している。
このような傾向は、今後も同様になるのでは？と考えられています。ご相談は事前に！当事務所へ！


